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Summary
This study focused  its attention on the word “private information” as well as the context in 
which it is used in order to clarify how people understand it. Specifically, this study will analyze 
news articles in which the keyword “private information” can be found and then analyze the 
socially-accepted definition of “private information” as found in the social section and compare it 
with the individual understanding of the same concept by in the readers’ comment section in 
newspapers. This study will clarify the difference between people’s individual understanding of 
“private information” and the social definition of “private information” based on the context of 
how it is used after the Protection of Private Information Law was implemented. The main 
purpose of this study is to stress the importance of resolving the difference between these two 
interpretations.
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Ⅳ． ま　と　め
Ⅰ． 研究背景と目的
　2005年，個人情報保護に関する法律（以下，個
人情報保護法と表記）が実施されて以降，個人情
報に対する過度な保護のため，必要最低限の個人
情報すら提供されない，いわゆる「過剰反応」が
社会の各所で発生した．例えば，災害や事故発生
の際，家族の安否を確認するために当該病院や自
治体に問い合わせをしても個人情報保護という名
目で教えてもらうことができなかったり，学校の
クラス名簿作成を避けることで，緊急の際，学生
や保護者の間の情報の共有が困難になったりする
ことが挙げられる．このような過剰反応は，個人
情報保護法における〈個人情報〉1）に対する人々の
誤解により発生したものと指摘されている．この
誤解に対して，これまで個人情報保護法が制定さ
れる際に十分な議論が行われなかったことや，個
人情報の言葉自体が持つ概念上の曖昧さ，人々の
法律に対する理解不足などを理由として論じる研
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究が多く行われてきた．
　一方，法律で個人情報の意味が定義される前か
ら，個人情報という言葉は人々の間ですでに使わ
れていた．その意味ははっきり定められなかった
ものの，個人情報と関連のある様々な場面で繰り
返し使用されることで，人々の間で個人情報とい
う言葉の使い方が定着されたと言えよう．このよ
うにすでに定着された個人情報に対する人々の理
解が，法律の制定の際，新しく定義された〈個人
情報〉の概念から影響を受けた社会的文脈と異な
ることにより「誤解」が発生したのではないか．
　以上の立場から，本稿では，個人情報がどのよ
うな概念であるか，また人々がそれを正しく認識
しているかどうかについては議論しない．その代
わりに，人々の個人情報という言葉の使用に注目
し，個人情報という言葉が使われて来た文脈を分
析することで，人々がどのように個人情報を理解
していたのかを明らかにする．具体的には，個人
情報をキーワードとする新聞記事を用い，社会的
文脈―社会面―と個人的文脈―投稿欄―を分析す
る．この分析を通じて，個人情報保護法施行以降
の個人情報という言葉が使用される社会的文脈と
個人的文脈が異なっていることを明らかにし，今
後その差を解消していく必要性を喚起することが
本稿の目的である．
Ⅱ． 先行研究検討及び研究仮説の設定
1． 先行研究検討と問題意識
　個人情報保護法によって定められた〈個人情報〉
の定義は，「生存する個人に関する情報であって，
当該情報に含まれる氏名，生年月日その他の記述
等により特定の個人を識別することができるもの
（個人情報保護法第 2 条 2 項）」である．この〈個
人情報〉の利用に当たっては，その情報の利用目
的を明示し，その情報主体の同意を得るようにす
ることが法律で定められた原則である．しかし，
同意を得るため行う手続き上の煩わしさや同意自
体を得ることが困難な様々な状況は，日常生活に
おける不便を引き起こした．いわゆる過剰反応，
つまり情報に対する過保護とそれによる混乱は，
立法過程における議論が不十分で結果的に法律条
文の内容の誤った理解をもたらしたこと，またそ
の運用において法の趣旨が理解されず，誤用され
たことによるものであると指摘されてきた（青柳 
2008；鈴木・高木・山本 2014；臼井 2011）．
　特に，個人情報保護法の制定過程で行われた
様々な議論は，〈個人情報〉がプライバシーの範囲
に含まれるという認識を人々に与えた．そもそも，
個人情報保護法が制定された理由も情報化社会で
の個々人に関する情報利用において，その人たち
のプライバシーを保護するためであった．例えば，
1970年前後，「国民総背番号制度」をめぐる議論が
なされるようになった際に，それに対する積極的
な反対運動に取り組んだ「国民総背番号制に反対
しプライバシーを守る中央会議（以下，中央会議
と表記）」は，プライバシーを「個人情報をコント
ロールする権利」と位置づけており，情報主体が
自分の情報をコントロールできることで，プライ
バシーが保護されると捉えている（堀部 1980；
130）．また，行政管理庁が主管した「プライバシ
ー保護研究会」が1982年発表した「個人データの
処理に従うプライバシー保護対策」という報告で
も，プライバシー保護という基本原則が確認され
る（堀部 1988；51）．しかし，プライバシーも個
人情報も，戦後日本社会で新たに登場した言葉で
あり，その概念的定義がはっきりされていない状
態で議論が行われてきた結果，人々は「プライバ
シー＝個人情報」と混同してしまい，このような
誤解のため，人々が個人情報を提供することを遠
慮することにつながったと鈴木は指摘している（鈴
木 2010；64-65）．
　また，このような過保護は，情報を提供する側
だけでなく，提供された〈個人情報〉を収集，利
用する側の人々においても生じている．青柳は，
個人情報保護法の目的は，「〈個人情報〉の有用性
に配慮しつつ，個人の権利利益を保護すること（第
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1 条）」のはずなのに，その義務を担う者たちの関
心が「〈個人情報〉の規制と保護」だけに偏りすぎ
ており，「情報の有用性への配慮」はまったく考慮
されなくなったと指摘する（青柳 2008；185）ま
た，臼井は，元々「情報主体である個人」の保護
のために制定された個人情報保護法なのに，その
法律に基づいて保護を実施する義務を持つ人々が
その法律に対して理解が足りないため，個人から
「提供された情報」を保護することに重点を置くこ
とで，個人が保護されなくなったと述べている（臼
井 2011）．
　以上の議論は，いずれも「人々―情報提供者・
情報利用者の両方―の個人情報保護法に対する理
解不足・誤解が〈個人情報〉に対する過保護をも
たらす」という論旨を取っている．だが，そもそ
もその理解不足・誤解はなぜ起こるのか．個人情
報という言葉自体は，個人情報保護法が定められ
る以前から使用されており，先述の「中央会議」
や「プライバシー保護研究会」の例でも見受けら
れる．さらに，新聞やテレビなどのマスメディア
においても，プライバシー保護立法化関連活動報
道や，個人情報（または個人情報記録媒体）紛失
や漏洩事件報道などを通じて，一般的に個人情報
という言葉は使われてきた．このように一旦，定
着した個人情報という言葉が使用される文脈に対
して，改めて法律上の概念を定めることにより，
〈個人情報〉に対する誤解が生じたのではないか．
したがって，個人情報保護法が制定される前から，
人々の間で個人情報という言葉がどのように理解
され，使われてきたのかに注目する必要があるだ
ろう．
　以上から，本稿では，個人情報という言葉が使
われてきた文脈を実証的に調べていく．
2． 研究仮説の設定
　（1）「社会的文脈」と「個人的文脈」
　人々によって個人情報という言葉が用いられる
具体的な文脈を，本稿では社会的通念として語ら
れる「社会的文脈」と個々人の経験や置かれた環
境に基づいた「個人的文脈」の 2 つの水準で調べ
ていく．例えば，先行研究から例を挙げると，個
人情報とプライバシーについて，社会的文脈では
それが異なるものであるとして語られているが，
それが個々人の文脈においては混同されてしまう
といったことが考えられる．個人情報保護法制定
以降発生した混乱の原因として指摘された法律に
対する理解不足・誤解は，個人情報をめぐる社会
的文脈と個々人の文脈の差から出てきたのではな
いか．
　このような疑問を解決するため，本稿では新聞
の「社会面」と「読者投稿欄」を用いることにす
る．新聞における「社会面」とは，新聞の一面の
次によく読まれている紙面であり2），あらゆる出来
事・事件が報道されている．社会面の記事は当事
者が書いたものではなく，記者が第三者的な立場
で書いたものであり，書き手の主観を入れず，「事
実を報道するもの」として捉えることができる．
さらに，そこに書かれていることは大勢の人々が
それを読むことで共有され，「社会的文脈」を生み
出すと考えられる．
　その反面，「読者投稿欄」は，個人の投稿から構
成されるもので，投稿者自らの感想や経験が当事
者の視点から書かれている．見田（1965）は，読
者投稿欄は，「現代生活の日常性のさりげない表情
の底にあるものを，われわれのまえにつきつける
（見田 1965；13）」資料として，有効性を持つと言
う．また，矢崎（2013）は，投稿の一種である身
の上相談について，「個々人の個別的な体験が言葉
を通じて語られることで公的な経験として共有さ
れる（矢崎 2013；36）」と述べている．そして，
亀山（1999）は，新聞の読者投稿欄について，一
般の読者が自分の考えを表明することができると
同時に，ほかの読者の考えに触れることもできる
開かれた空間であると言っている。さらに，自分
の経験をもとに書かれた内容が多数存在すること
から日常性が高いと述べている．つまり，投稿の
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分析を通じて，個々人の日常性を帯びた物事に対
する理解を捉えることができる．
　本稿では，両紙面で現れる文脈を 2 つの側面か
ら捉えていく．最初に，どのようなトピックにお
いて個人情報という言葉が用いられたか，その内
容を調べる．次に，個人情報と共起する言葉を抽
出し，それを分析することで，さらに詳しい文脈
を調べる．
　（2）仮 説 設 定
　以上を踏まえて，まず，各紙面上で，個人情報
保護法実施以前と以降に個人情報をめぐる記事の
内容に変化があったのかを調べる．特に，社会面
記事における変化がより目立つと思われる．客観
的で正確な報道が求められる新聞記事の特性によ
り，個人情報保護法が実施された後は，個人情報
という言葉の使用が法律上の概念に相応し，行わ
れたと思われるためである．以上から，次の仮説
1 を設定する．
　仮説 1 ）個人情報という言葉が使われる記事の
内容は，個人情報保護法実施以前と以降，変化を
見せる．特に社会面記事において，その変化がよ
く見受けられる．
　紙面別に個人情報保護法実施前後において変化
があったのかを検証した後は，個人情報と共起す
る言葉について比較を行う．共起する言葉を調べ
ることで，内容分類では読み取れなかった詳細な
文脈が読み取れると思われる．
　個人情報保護法が実施される以前には，個人情
報に対してはっきり定められた概念が存在せず，
社会的文脈や個人的文脈においてそれが恣意的に
使われたことで，似通った言葉が共起すると思わ
れる．その反面，実施後においては，社会面記事
の場合，相対的に個人情報という言葉の使用に法
律実施による変化があったと考えられる．それゆ
え社会面記事と読者投稿欄記事における個人情報
と共起する言葉の間に差があると見られる．した
がって，次の仮説 2 を導くことが可能である．
仮説2-1）個人情報保護法実施以前の社会面と読
者投稿欄において，個人情報と一緒に使われる言
葉は似通った傾向が見られる．
仮説2-2）個人情報保護法実施以降，社会面記事に
おいては法実施と関係のある言葉が登場するなど
変化が見られる．その反面読者投稿欄の投書にお
いては，そのような変化は見受けられない．
　以上の仮説をもとに，次に実証的分析を行い，
考察していく．
Ⅲ． 分析・考察
1． 調 査 概 要
　（1）記事の収集と分析方法
　 3 大新聞社の記事データベースより「個人情報」
というキーワードを含む記事を集めるため，全文
検索を行った．各新聞社のデータベースで全文検
索が可能な時点は各々1985年（朝日），1986年（読
売），1987年（毎日）からとなっており，それから
2014年12月31日までの記事を対象とし検索を行っ
た．その中から，全国版（東京）の朝刊，さらに
社会面と投稿欄に絞って，記事を抽出した．収集
された記事を対象に，KHcoder3）を用い，計量的内
容分析を試みる．
　（2）収集されたデータの概要
　では，まず，収集されたデータについてその概
要を紹介する．1980年代については，投稿記事の
数が非常に少なく，また新聞社のデータベース上
の掲載時期も異なっていたため，今回の分析から
除外することにした．
　1990年から2014年の25年間において，収集され
た社会面記事の総数は 3 紙合わせて3,559件であ
り，個人情報保護法が実施された2005年前後を基
準に，1990年代～2004年1404件，2005年～2014年
2155件が収集された．また，投稿記事においては，
3 紙の合計で446件が収集されており，同様の基準
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で1990年～2004年181件，2005年～2014年265件が
収集された．
　全時期における記事の変動の推移を図 1 に示す．
図 1 に見られるように，社会面・投稿欄の記事は
ともに2002年と2005年，急激な増加を見せている．
これはおそらく，2002年に稼働された住民基本台
帳ネットワークシステムと2005年の個人情報保護
法の実施がその原因であると思われる．本稿の関
心は個人情報施行以前と以降の変化に向けられて
いるため，2002年における個人情報が語られる文
脈については，今回分析しないことにする．
　これらのデータをもとに，分析を行った結果を
次にまとめる．
2． 分析と考察
　（1）両紙面に見られる内容の変化
　まず，仮説 1 を検証するために，「個人情報」を
キーワードとし検索された記事におけるトピック
の変化から個人情報という言葉が使われる内容の
変化を調べる．その方法は，次の手順で行う．
①　全時期における記事を対象に，出現回数
で頻出語を取り出す．
②　取り出された頻出語を対象に，階層的ク
ラスター分析を行う．ここではクラスター
化の手法として広く用いられる ward 法を
採用して分析を行う．この作業を通じて，
抽出された頻出語が似通った文脈で使われ
ている単語ごとにグルーピングされ，個人
情報をめぐる記事の中にはどのような内容
が多かったのかを探索することができる．
作成されるクラスターの数やパソコンの負
担なども考え，試行錯誤を重ねた結果，本
稿では，社会面記事は最小出現率468回を基
準に133語（抽出クラスターの数：12），投
稿欄記事は最小出現率34回を基準に126語
（抽出クラスターの数：11）を対象にする．
また，クラスター分析の結果を示すプロッ
トは本稿では提示を省略する．
③　出されたクラスターにまとめられた単語
を参照し，コードを作成する．
④　個人情報保護法が実施された2005年を基
準にまとめられた記事群の間で，コードの
出現における差があるか否かを検証する．
　（a）社　会　面
　社会面の記事における頻出語からのクラスター
分析を行った結果を表 1 にまとめて示す．まず，
グループ 1 には，情報公開・開示・請求などの単
語が集まっており，情報公開条例に関連する内容
で用いられたのではないかと推測される．グルー
プ 2 には，生徒指導，学校教育など，教育に関す
る言葉が集まっている．おそらく，学校の指導要
録や内申書の公開や，学校における生徒の個人情
報の取り扱いをめぐる記事で用いられたのではな
いかと思われる．グループ 3 には，患者や病院に
図 1 　 3 大紙における「個人情報」関連記事数の推移―社会面（左）・投稿欄（右）
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関することから医療と関係のある言葉が属される．
グループ 4 ，5 ，6 は明確な解釈は難しいものの，
おおよその推測を行うことは可能である．グルー
プ 4 では，電話・名前・自宅・名簿・掲載・業者
などの言葉から，名簿業者が自分や家族の電話や
名前などを企業に渡したという内容の記事により
これらの単語が抽出されたと推測できる．グルー
プ 5 は，報道，取材，行政，プライバシー，法案，
提出，委員，検討などの言葉から，おそらく，過
度な報道・取材からプライバシーを保護するため
の法案に対する検討・提出などと関連されるもの
ではないかと考えられる．グループ 6 は，会見，
公表，明らか，報告，説明などの言葉から，何か
の事柄に対する説明と関連する言葉であると思わ
れる．グループ 7 は主に住民基本台帳ネットワー
クシステムに関連する言葉である．グループ 8 は
裁判関係の言葉，グループ 9 では犯罪と関係のあ
る言葉が集められている．グループ10はネットの
利用と関係ある言葉が，グループ11にはパソコン
関連の言葉が属し，最後のグループ12も明確な解
釈は難しいが，企業の管理ミスなどにより顧客情
報漏洩・流出関連の言葉の群であると思われる．
　これらのクラスター分析を通じて，社会面にお
いて「個人情報」をめぐり，どのような内容の記
事があったのかその概要を把握することができた．
次の段階として，特定のトピックについて言及し
た記事をそうでない記事と分類するため，コーデ
ィングを行う．この作業により付与されたコード
別の記事数や総記事数における割合を比較するこ
とができる4）．
　コーディングは，クラスター分析の結果をもと
に，必要とされるところは若干の修正を入れなが
ら行った．KHcoder を利用してコーディングを行
うために，たとえば，「記事中に『容疑』，『疑い』，
『逮捕』などの言葉があれば，その記事に『犯罪』
というコードを与える」といったコーディングル
ールの作成が必要とされる．コーディングのルー
ルとそれによるコーディングの結果を表 2 で示す
（コーディングルールについては注 4 を参照）．
　そして，全体の記事から10％以上出現したコー
ドを利用し，個人情報が語られている場面にどの
ような変化があったのかについて，またそこに有
意な差は見られるかを2005年前後の記事群で調べ
た結果を表 3 に示す．
　社会面の全体記事において10％以上出現した 6
つのコードの中， 5 つから統計的に有意な差が見
表 1 　社会面記事におけるクラスター分析結果（数字は出現頻度）
Group 1 掲載，545 業務，544 個人，997 市民，654 内容，768 県警，888 ソフト，538 確認，1183
公開，1107 自分，558 幹部，468 プライバシー，784 団体，510 記載，653 事件，1510 ファイル，494 利用，1638
条例，704 男性，1223 Group 5 機関，1147 職員，1124 Group 7 捜査，1113 Group12 可能，1138
情報公開，701 女性，795 報道，1018 行政，745 事務，505 住民，799 Group10 電話番号，725 外部，584
開示，1570 家族，477 取材，699 対象，756 公表，909 自治体，766 閲覧，650 住所，1513 インターネット，894
請求，1266 自宅，507 法案，733 目的，659 明らか，610 総務，471 アクセス，481 氏名，1429 流出，2559
Group 2 連絡，654 提出，514 対応，698 報告，803 システム，730 不正，1017 記録，889 データ，1637
指導，560 名簿，1148 研究，511 提供，1229 調査，1842 住基ネット，573 ネット，951 発表，1498 管理，1225
教育，636 業者，1135 弁護士，613 本人，854 関係，1314 Group 8 サイト，789 紛失，612
学校，708 センター，547 教授，542 必要，1229 説明，926 被告，477 メール，939 保護，2908
生徒，704 相談，520 指摘，803 理由，659 担当，892 裁判，863 番号，854 情報，6761
Group 3 保険，641 制度，539 判断，768 書類，475 判決，654 カード，625 個人情報，6562
患者，731 契約，569 社会，676 委員，1041 処分，758 Group 9 登録，598 顧客，1239
病院，841 警察，794 国民，519 検討，763 リスト，728 違反，648 会員，547 会社，1798
Group 4 犯罪，504 ケース，525 Group 6 作成，599 疑い，559 サービス，556 同社，1292
電話，1331 企業，750 多い，570 記者，651 文書，825 容疑，1889 Group11 社員，783
携帯，588 対策，649 全国，872 会見，510 資料，742 逮捕，734 パソコン，1226 被害，1449
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られた．具体的には，個人情報をキーワードとす
る記事の中，インターネット，パソコンといった
「情報通信技術関連」コードと個人情報流出，管理
に関する「個人情報管理問題」コードが，法律実
施の後，大きく増加したことがわかる．反面，「情
報公開」，「教育関係」，「プライバシー」コードは
多少減少しており，また，「犯罪」コードは，個人
情報保護法実施前後において横ばいを見せている．
　（b）投　稿　欄
　次に，投稿欄の記事におけるトピック変化から
個人情報が語られる文脈の変化を調べる．
　表 4 に示した投稿欄における頻出語のクラスタ
ー分析結果の詳細を見ると，グループ 1 には，国
民の権利，報道の自由に関わる言葉が分類されて
いる．グループ 2 には，主に住民基本台帳ネット
ワークシステムについての言葉が，グループ 3 に
は高齢者，地域，活動，委員などから，地域にお
ける高齢者支援活動に関わる言葉が集められてい
ることがわかる．次のグループ 4 には，子供と教
育関係の言葉が属しており，グループ 5 には犯罪
と関係のある言葉が分類されている．グループ 6
には医療関係の，グループ 7 にはネット社会関連
の言葉の集合がみられる．グループ 8 は，おそら
く，個人情報関連文書の扱いについての言葉が，
グループ 9 は特に企業による個人情報管理に疑問
を呈し，プライバシー・情報の保護が必要である
ことを訴える内容に関する言葉が見られる．グル
表 2 　社会面記事におけるコーディングルール5）
表現の自由 167（4.69％）
（報道 | 取材 | 表現 | 新聞） & 自由
情報通信技術関連 1407（39.53％）
インターネット | ネット | パソコン | ソフト |
ファイル | データベース | 携帯
情報公開 588（16.52％）
情報 &（公開 | 開示） | 情報公開
立法必要性 264（7.42％）
（法案 | 制度 | 法律） & 必要
教育関連 517（14.53％）
教育 | 学校 | 生徒
犯罪 904（25.40％）
容疑 | 疑い | 逮捕 | 違反
医療情報 226（6.35％）
（病院 | 患者） &（データ | 情報）
個人情報管理問題 1140（32.03％）
個人情報 &（流出 | 紛失）
プライバシー 464（13.045）
プライバシー
コード無し 583（16.55％）
全体記事数　3359
＊ KHcoder におけるコーディングルールをそのまま表記（表
5 も同様）
表 3 　社会面の2005年前後記事群におけるコードの比較6） （*p<.05, **p<.01）
情報通信
技術関連
情報公開 教育関係 犯罪
個人情報
管理問題
プライバシー ケース数
個人情報保護法施行以前
398
（28.35％）
326
（23.22％）
240
（17.09％）
344
（24.50％）
274
（19.52％）
259
（18.45％）
1404
個人情報保護法施行以降
1009
（46.82％）
262
（12.16％）
277
（12.85％）
560
（25.99％）
866
（40.19％）
205　
（9.51％）
2155
合　計
1407
（39.53％）
588
（16.52％）
517
（14.53％）
904
（25.40％）
1140
（32.03％）
464
（13.04％）
3559
カイ 2 乗値 120.600** 74.622** 11.971** 0.912 165.884** 59.071**
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ープ10には個人情報の中身に関する言葉が集まっ
ており，グループ11については一言で解釈するこ
とは難しいものの，ダイレクトメール，業者，名
簿などからダイレクトメールに関する内容，年賀
状，連絡，友人などの言葉から，知り合いとの付
き合いに関する内容が推測でき，おおよそ日常生
活における事柄に関連する言葉が集まっていると
言えるだろう．
　次は，以上を元に，コーディングを行い，投稿
欄記事全体から10％以上出現したコードを対象
に，それらの出現頻度を用いて，コード間の差を
調べる．コーディングルールは表 5 に，2005年前
後の記事群に対してクロス集計とカイ 2 乗検定を
行った結果を表 6 に表す．
　投稿欄においては，投書の中で10％以上出現さ
れた 6 つのコードの内，「プライバシー」コードだ
けから有意な差が見られた．その以外のコードで
は，いずれも有意な差が見られなかった．
表 4 　投稿欄におけるクラスター分析結果（数字は出現頻度）
Group 1 住民，65 Group 5 ネット，44 Group 9 疑問，41 方法，39 開示，35
自由，43 住民基本台帳，61 被害，61 インターネット，42 利用，116 対応，64 勧誘，41 請求，38
権利，34 Group 3 詐欺，34 携帯，48 会社，160 提出，40 名簿，110 理由，44
報道，48 委員，49 危険，39 便利，36 企業，94 施行，37 業者，103 説明，48
法案，80 高齢者，57 犯罪，71 データ，44 流出，88 少ない，40 法律，52 我が家，44
国会，43 地域，47 悪用，67 パソコン，39 責任，42 Group10 関係，49 簡単，40
機関，51 活動，38 事件，87 仕事，39 管理，121 住所，136 年賀状，39 内容，40
国民，116 Group 4 安全，34 担当，34 可能，38 氏名，66 友人，38 公開，38
政府，57 教育，38 警察，47 Group 8 個人，96 相手，44 重要，47 記入，50
Group 2 学校，113 対策，36 履歴，35 プライバシー，91 名前，128 時代，62 不安，48
カード，65 生徒，44 世帯，37 応募，34 情報，336 電話，296 郵便，51 女性，38
導入，34 全国，34 家族，50 証明，38 保護，278 電話番号，88 子供，61 案内，34
番号，96 家庭，45 大切，41 書類，42 個人情報，679 Group11 自分，109 思い，41
制度，70 児童，42 Group 6 コピー，34 確認，71 ダイレクトメール，43 話，56 連絡，84
システム，37 子ども，35 病院，56 役所，43 必要，135 閲覧，64 生活，48
住基ネット，34 目的，45 患者，43 保険，69 多い，91 規制，43 悪い，34
自治体，56 使用，35 Group 7 民間，34 調査，114 販売，36 本人，83
表 5 　投稿欄記事におけるコーディングルール7）
報道の自由 8 （1.79％）
（報道 & 自由）
住基ネットシステム 27（6.05％）
（住民基本台帳 | 住基） &（ネット | ネットワーク） | 
住基ネット
高齢者支援 10（2.24％）
（地域 | 活動） & 高齢者
教育関連 74（16.59％）
教育 | 学校 | 生徒
犯罪 137（30.72％）
詐欺 | 犯罪 | 悪用 | 事件
医療情報 9 （2.02％）
（病院 | 患者） &　情報
情報通信技術関連 74（16.59％）
（インターネット | ネット | 携帯 | パソコン）
企業による個人情報管理 51（11.43％）
（会社 | 企業） &　（利用 | 管理）
保護・規制必要性 55（17.33％）
（保護 | 規制 | 法律） & 必要
プライバシー 62（15.25％）
プライバシー
コード無し 131（29.37％）
全体記事数 446
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　（c）小　　　括
　社会面での個人情報という言葉が使われる記事
の内容は，個人情報保護法実施以前と以降，「情報
通信技術関連」トピックと「個人情報管理問題」
というトピックで大幅な増加を見せている．それ
はおそらく，2000年代に入って，ネット普及が一
般化される中で，ネット上につながったパソコン
における，もしくはネット上での個人情報保護・
流出に関する報道が大きく増加したためであると
思われる．特に個人情報保護法が実施されてから，
以前は，例えば企業で個人情報流出があったとし
ても，大規模な流出事故・事件でないと外部に知
らせなかったのに対して，法制化により被害者の
申告・告発などで流出事故・事件が注目を浴び，
新聞などのマスメディアで大いに報道されるよう
になったためであると考えられる．
　一方，投稿欄においては，個人情報保護法施行
の前後，各コードが含まれた記事の割合を比較し
てみると，「プライバシー」コード以外はほぼ似通
った割合で表れていることがわかる．このことか
ら，おそらく個人情報保護法の実施は，投稿欄の
投書の中で個人情報を語る場面においては大きな
影響を与えなかったと言える．
　「プライバシー」という言葉だけを用いた「プラ
イバシー」コードについては，個人情報保護法制
以降，個人情報をキーワードとする投書の中では
その登場が減少していることから，個人情報との
使い方における区分がなされるようになったと推
測できるが，逆に，プライバシーという言葉の使
用が個人情報という言葉の使用に包摂されてしま
い，それが現れなくなったとも考えられる．した
がって，さらにこの結果を正しく判断するために
は，「プライバシー」をキーワードとする記事を抽
出し，その中で個人情報が現れる記事の推移を調
べる必要がある．
　以上のことから，仮説 1 で想定した個人情報保
護法実施以降の社会面における記事の内容に変化
について，確認することができた．
　なお，ここでは，調査対象となった期間全体に
おける記事全体での頻出語からクラスター分析を
行った．各クラスターに集まった言葉から似通っ
たものを選びコードを作成し，それが各記事から
どれくらい出現していたのかという分析を行った．
この分析により，全体的期間における両紙面のト
ピックの傾向が調べることはできたが，個人情報
保護法施行の前後において個人情報が使われてい
る詳細な文脈を捉えることはできなかった．
（2）両紙面における個人情報と共起する言葉の
比較
　仮説 2 を検証するために，ここでは個人情報保
護法施行以前の両紙面の記事で現れる個人情報と
共起する言葉を比較する．本分析では，個人情報
と共起する言葉を「共起ネットワーク図」を用い，
表 6 　投稿欄の2005年前後記事群におけるコードの比較（*p<.05, **p<.01）
教育関連 犯罪
情報通信
技術関連
企業による個
人情報管理
保護・規制
必要性
プライバシー ケース数
個人情報保護法施行以前
24 
(13.26%)
57 
(31.49%)
24 
(13.26%)
24 
(13.26%)
23 
(12.71%)
41 
(22.65%)
181
個人情報保護法施行以降
50 
(18.87%)
80 
(30.19%)
50 
(18.87%)
27 
(10.19%)
32 
(12.08%)
27 
(10.19%)
265
合　計
74 
(16.59%)
137 
(30.72%)
74 
(16.59%)
51 
(11.43%)
55 
(12.33%)
68 
(15.25%)
446
カイ 2 乗値 2.056 0.035 2.056 0.721 0.003 11.981**
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それを示しながら分析していく．共起ネットワー
クとは，分析対象となるテキストの中で用いられ
た単語をノードとし，単語と単語の共起性を，ノ
ードの間を線でつないで表したネットワークであ
り，そのつながりの強さは Jaccard 係数8）で表され
る．KHcoder で出力できる共起ネットワーク図の
中から，本分析では，「サブグラフ検出」方式を選
んだ．「サブグラフ」とは，ノード同士の関連が強
いノードの集合体である．Khcoder では，サブグ
ラフが自動的に色分けして出力されるので，より
ノード集合体における意味の解釈が容易にできる
（樋口 2014；157）．
（a）個人情報保護法施行以前の社会面と投稿欄
における個人情報と共起する言葉
　各紙面記事における個人情報と共起する言葉の
共起ネットワーク図を図 2 と図 3 に示す．図 2 に
は，社会面記事での個人情報との共起の言葉が現
れている．ここでは，個人情報と結ばれている「保
護（ 0.4585 ）9）」，「 請 求（ 0.2354 ）」，「 管 理
（0.2417）」，「関係（0.2448）」，「調査（0.2391）」，
「氏名（0.2353）」が個人情報とより強い関連があ
る言葉と見受けられる．また，これらの言葉が属
するサブグラフの言葉をみると，「保護」は「全
国」，「委員」，「プライバシー」，「機関」，「請求」，
「条例」，「開示」，「法案」と関連が見て取れる．そ
して，「調査」と「関係」，「管理」と「利用」それ
ぞれ関連性があると見られる．
　図 3 では，投稿欄における個人情報との共起の
言 葉 が 示 さ れ て い る．投 稿 欄 で は，「 保 護
（0.3736）」，「国民（0.2241）」，「個人（0.2299）」，
「 管 理（ 0.2299 ）」，「 利 用（ 0.2241 ）」，「 会 社
（0.2011）」が個人情報とより強い関連性を持つ言
図 2 　社会面における個人情報と共起する単語（個人情報保護法実施以前）10）
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葉として現れた．さらに，各言葉が所属するサブ
グラフで関連のある言葉をみると，「保護」は「報
道」，「法案」，「国会」，「国民」，「個人」と関連が
あるという．「個人」は「保護」以外に「国民」と
関連が見られる．「国民」は「保護」，「個人」，「国
民」，「法案」，「国会」，「成立」などと関連がある．
また，「管理」は「利用」と「犯罪」，「利用」は
「管理」と「会社」，「顧客」が各々関連ある言葉で
あった．最後に「会社」は「顧客」，「流出」と関
連が見られた．
　個人情報と共起している言葉の中で，もっとも
その関連性が強かった言葉は社会面と投稿欄どち
らも「保護」であった．しかし，サブグラフに現
れたそれぞれの関連語と合わせ，それがどのよう
に語られるかについては，紙面によって異なって
いる．社会面での「保護」は，「法案，プライバシ
ー」などの言葉から，「個人情報とプライバシー保
護法案」，「請求，条例，開示」から「情報公開と
個人情報保護」といった文脈で使われていたこと
が見て取れる．一方，投稿欄での「保護」は，「個
人，国民」などの情報主体の保護，「法案，国会」
などから保護法案，「報道」からはメディア規制な
どに関する文脈の中で使われていたことが見受け
られる．
　続いて，「管理」も両紙面でともに個人情報と関
連ある言葉として見受けられた．社会面において
は，「利用」という言葉とさらに関連を見せてお
り，個人情報の管理と利用といった文脈が推測さ
れる．投稿欄においては，「管理」は「利用」に続
いて「会社」と，さらに，それぞれ関連ある言葉
図 3 　投稿欄における個人情報と共起する単語（個人情報保護法実施以前）
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で「犯罪」，「流出」，「悪用」というネガティブな
言葉が示されている．このことから，投稿欄にお
いては会社で行われる個人情報の管理・利用につ
いて否定的に語られていると考えられる．
　この分析から，個人情報保護法実施以前は両紙
面において，個人情報と一緒に使われる言葉は似
通ったものが現れるとしていた仮説 2 - 1 は部分的
に検証されたが，その具体的な文脈にはニュアン
スの差が見られる．
（b）個人情報保護法施行以降の社会面と投稿欄
における個人情報と共起する言葉
　次に，個人情報保護法施行以降における両紙面
記事で現れる個人情報との共起語について調べる．
以下，各紙面における個人情報と共起する単語の
共起ネットワーク図を図 4 と図 5 に示す．
　図 4 で見られる社会面記事における個人情報と
の共起語の中では，「情報（0.5684）」，「保護
（0.3405）」，「調査（0.2448）」，「確認（0.2437）」，
「 関 係（ 0.2386 ）」，「 必 要（ 0.2194 ）」，「 事 件
（0.2185）」がより強い関連を持つ言葉として現れ
た．それぞれが属しているサブグラフでさらに関
連が強い言葉を見てみると，「情報」は「確認」，
「調査」，「データ」，「管理」，「指摘」，「必要」など
と，後に次ぐ「確認」，「調査」ともお互いに関連
を見せている．「保護」は「対応」，「提供」，「指
摘」，「必要」，「本人」，「機関」，そしてサブグラフ
に属してはいないが，「説明」，「検討」，「施行」，
「理由」との関連が見られた．「必要」は「保護」
図 4 　社会面における個人情報と共起する単語（個人情報保護法実施以降）
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とほぼ同じ言葉との関連を見せており，それ以外
には「判断」，「教授」，「指摘」との関連が見受け
られる．「関係」は「事件」，「捜査」との関連を，
「事件」は「県警」，「逮捕」，「容疑」，「捜査」との
関連を見せている．
　図 5 における投稿欄における個人情報との共起
語の中では，「保護（0.498）」，「情報（0.352）」，
「 必 要（ 0.295 ）」，「 多 い（ 0.215 ）」，「 社 会
（0.211）」，「自分（0.176）」，「住所（0.172）」，「管
理（0.1609）」，「学校（0.1533）」が比較的強い関
連を持つと現れている．それらの言葉が属するサ
ブグラフの中で，さらにそれぞれと関連がある言
葉を見ると「保護」は「必要」，「多い」，「施行」
と「情報」は「社会」，「流出」，「管理」，「住所」
などがあった．「必要」，「多い」，「社会」は上記の
言葉やお互い関連を見せており，「管理」は「企
業」と関連があるとされている．「学校」は「保
護」，「情報」とともに「子供・子ども」と「関係」，
「生徒」，「教育」，「名簿」と関連が見られた．
　両紙面において共通に見られた共起語は「情
報」，「保護」，「必要」が挙げられる．
各紙面におけるこれらの配置を見ると，社会面で
は「保護，必要」と「情報」が各々異なるサブグ
ラフに属している反面，投稿欄ではすべて同じサ
ブグラフに属する．社会面における「保護，必要」
は「提供」という言葉とお互い関連を見せており，
「（情報）提供とそれに対する保護が必要」という
文脈が推測される反面，投稿欄においては「提供」
図 5 　投稿欄における個人情報と共起する単語（個人情報保護法実施以降）
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という言葉は見受けられなく，「保護の必要」だけ
を語る文脈が見て取れる．社会面においては，「提
供された個人情報に対する適切な保護を行う」と
いう個人情報保護法の趣旨が反映されたと見るこ
とができるが，投稿欄においては，「保護」だけが
強調されていることがわかる．
　また，社会面において「事件」，「関係」が属す
るサブグラフは「違反」，「容疑」，「捜査」，「逮捕」
など犯罪に関連する言葉が集まっている．個人情
報保護法が施行されて以降，それを違反した事件
に関わる者に対する捜査や逮捕が行われたことが
ここから読み取れる．
　投稿欄においては，「学校」と関連ある言葉とし
て「名簿」が登場し，また「関係」と「人間」が
つながっていることから，「学校の名簿が作れなく
なり人間関係が薄くなる」といった個人情報保護
法以降の過剰反応を語る文脈が推測される．
　以上の分析で，個人情報保護法実施以降，社会
面記事においては法律の趣旨と関連ある言葉や，
個人情報関連事件の扱いに関連する言葉が見られ
るなど，法律違反対する措置が現れたことが確認
された．それに対して，投稿欄においては，個人
情報保護実施と直接的に関わる言葉は見られなか
ったが，法律実施による過剰反応を語る言葉が見
受けられた．
　（c）小　　　括
　ここでは，新聞の社会面と読者投稿欄における
個人情報をキーワードとする記事の中で，個人情
報という言葉と一緒に現れる言葉を用い，それら
が使われる文脈の解釈を行った．
　個人情報保護法施行の以前における社会面と投
稿欄で個人情報は「保護」と「管理」という言葉
と共に語られた．「保護」においては，ほぼ似通っ
た文脈が見られたのに対して，「管理」に関して
は，投稿欄において，企業で行う個人情報利用・
管理を否定的に語る言葉が明らかに見られた．こ
れは，企業の利用における管理不足のため，人々
の個人情報の流出や悪用に対する懸念が表された
と推測できる．
　個人情報保護法施行以降の社会面においては，
法律の趣旨を語る言葉が現れたり，その違反に関
する措置を語る言葉が見られたりした．これは，
社会面における個人情報という言葉は，個人情報
保護法実施の影響を受けた文脈で語られたとも言
えるだろう．それに対して，投稿欄においては，
依然と「個人情報の保護」だけを強調している文
脈が見受けられた．ただし，個人情報保護法実施
以降に起きた過剰反応を語る文脈も見受けられた
ため，まったく個人情報保護法実施に影響を受け
ていなかったとは言いがたい．
Ⅳ． ま　と　め
　本研究の出発点は，「社会的文脈」と「個人的文
脈」の間に，「個人情報」が使われる文脈の差があ
るのではないかという疑問からだった．本稿では，
それを解決するために，個人情報保護法実施の前
後，個人情報と関連あるトピックにどのような変
化があったのかを明らかにし，「個人情報」の語ら
れる文脈の差を具体的に表すことで，この問いの
解明を試みた．
　以上の分析から得られた知見を以下に述べる．
　まず，個人情報が語られる社会的文脈では，個
人情報保護法実施の前後で変化が見られた．施行
以前には「保護の必要」に関して語られたが，施
行以降，「提供と保護の必要」として語られるよう
になったことが明らかになった．また，「個人情報
保護法の違反に関する措置」が語られることから，
「法律としての強制性」に関する語りがそこから見
受けられる．このことは，トピック分類でも見受
けられたように，関連犯罪に関する記事が増加し
たことからも見て取れる．
　次に，個人的文脈では，個人情報保護法実施に
も関わらず，依然と「保護の必要性」に関する語
りが続いていることがわかった．そして，「企業な
どの管理による個人情報流出・悪用などに対する
懸念」が実施以前から見受けられ，この懸念に基
金：個人情報をめぐる社会・個人的文脈の比較 29
づいて「保護の必要性」が個人的文脈の中で強調
されてきたのではないかと思われる．
　このような個人情報が語られる各文脈の差によ
り，個々人が個人情報を扱う際に「保護」が優先
されることで，人々の間に個人情報保護法に対す
る誤解が生じるのではないか．
　最後に本研究の課題について述べよう．
　まず，社会的文脈と個人的文脈を調べるために，
新聞を用いることの妥当性という問題である．今
回の分析は，25年に渡る長期間を対象としており，
資料入手の容易性から新聞を選んだ．しかし，新
聞は編集側の手によって，フィルタリングされた
事実であるため，社会・個人全体の文脈がそこに
現れるとは考えてられない．
　次に，計量的内容分析においての問題も挙げら
れる．KHcoder の開発者である樋口も指摘してい
るが，この計量分析によって，必ずしもすべての
内容分析が正確に行われることはない．テキスト
を形態素単位切って数値化し，研究者の主観を排
除した状態で多変量分析を可能にすることはこの
ソフトの特長であるが，逆にもともとテキストが
持つ文脈を無視して形態素抽出が行われるという
点で，分析において妥当性が問われる．よって，
今後はたとえば，手作業の分析と比較などを行う
ことによって，その妥当性について改めて確認す
る必要がある．
　本稿で得られた知見をさらに価値のあるものに
するためには，たとえば，実証調査を行い，すで
に実施された世論調査などとの比較を試み，さら
に人々の意識に変化があったのかを確かめた上で
論じていった方がより研究における妥当性を確保
できると思われる．今後，これらの課題を組み合
わせる研究に取り組むことで，さらに「個人情報」
についての人々からの語られ方をより多角的に分
析していきたい．
注
1） 本稿では一般に使われて来た個人情報と法律上の
概念を持つ個人情報を区分するために，後者を〈個
人情報〉と表記する．
2） ライフメディア・リサーチバンク，詳細は http://
research.lifemedia.jp/2013/10/131016_newspaper.
html 参照（2015年 9 月25日確認）．
3） 計量テキスト分析のためのフリーソフト．省略は
http://khc.sourceforge.net/index.html 参照．本稿で
は，KHcoder を用い，「名詞（名詞一般・サ変名詞・
形容動詞の語幹）」と「形容詞」だけを対象とする．
また，普段は検出されない複合語などを強制的に抽
出するため，「タグ」を作成する．タグには，「個人
情報，住基ネット，背番号，住民基本台帳，個人情
報保護法，電話番号，納税者番号，匿名化，情報公
開，情報保護，住民基本台帳ネットワーク，ウィニ
ー，アプリー，スマートフォン，監視カメラー，防
犯カメラー，共通番号，高齢者，ろうえい」の単語
が含まれている．
4） 樋口は，まず多変量解析を通じて，分析者のもつ
問題意識の影響を極力受けない形で，データをまと
め，それを提示した上で，分析者の問題意識に沿っ
たコーディングルールを作成することで，コーディ
ングだけで分析を行う場合より，信頼性・客観性が
大幅向上されると言う．これは，「データ全体の中か
ら，どの部分，あるいはどの側面がコーディングル
ールによって取り上げられたのかを，第三者が把握
できる（樋口 2014：19）」ためである．
5） 社会面記事におけるコーディングルール
 ・「報道」，「取材」，「表現」，「新聞」のいずれかの言
葉が出現し，なおかつ，「自由」の語が出現する記事
に「表現の自由」というコードを付与する．（グルー
プ 5 を参考にし，言葉を追加しコード作成）
 ・「インターネット」，「ネット」，「パソコン」，「ソフ
ト」，「ファイル」，「データベース」，「携帯」という
言葉が一つでも記事中に出現すれば，その記事に「情
報通信技術関連」というコードを付与する．（グルー
プ11を参考）
 ・「情報」という言葉とともに，「公開」や「開示」の
いずれかが出現するか，「情報公開」という言葉が出
現する記事には，「情報公開」というコードを付与す
る．（グループ 1 を参考）
 ・「法案」，「制度」，「法律」という言葉のいずれかと
ともに「必要」という言葉が出現する記事について
は「立法必要性」というコードを付与する．（グルー
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プ 5 を参考）
 ・「教育」，「学校」，「生徒」という言葉のいずれかが
記事中に出現すれば，その記事に「教育関係」とい
うコードを付与する．（グループ 2 を参考）
 ・「容疑」，「疑い」，「逮捕」，「違反」の言葉が一つで
も記事中に出現すれば，その記事に「犯罪」という
コードを付与する．（グループ 9 を参考）
 ・「病院」や「患者」のいずれかの言葉と，「データ」，
「情報」のいずれかの言葉が一緒にし出現する記事に
対して，「医療情報」というコードを付与する．（グ
ループ 3 を参考）
 ・「個人情報」とともに「流出」や「紛失」のいずれ
かの言葉が記事の中で出現すれば，その記事に「個
人情報管理問題」というコードを付与する．（グルー
プ12を参考）
 ・記事中に「プライバシー」という言葉が出現する
記事に「プライバシー」というコードを付与する．
（個人情報をキーワードとする記事内に，プライバシ
ーという言葉が現れる頻度の変化が生じるのか，つ
まり使い分けがなされているかを調べるため，「プラ
イバシー」という言葉だけで「プライバシー」コー
ドを作成）
6） 各コードの下に並ぶ数字は，各時期における全体
記事数のうち，コードを持つ記事の数を表す．また，
その横の括弧内の％は，その割合を示す．なお，
KHcoder では複数のコーディングルールが 1 つの記
事に当てはまった場合， 1 つの記事に対して複数の
コードを与えるため，割合の総和は100にならない．
また，ここでカイ 2 乗検定は，各時期による全体記
事に対し，各コードが付けられた記事の割合をもと
に，その割合が時期的に有意な差を見せているかど
うかを確かめるために行った．
7） 投稿欄記事におけるコーディングルール
 ・「報道」と「自由」がともに出現する記事に対して，
「報道の自由」というコードを付与する．（グループ
1 を参考）
 ・記事の中で，「住民基本台帳」または「住基」とい
う言葉のいずれかと，ネットとネットワークのいず
れかが一緒に出現するか，「住基ネット」の言葉が出
現する記事に対して，「住基ネットワークシステム」
というコードを付与する．（グループ 2 を参考）
 ・記事の中で，「地域」や「活動」のいずれかと，「高
齢者」がともに現れる記事に「高齢者支援」という
コードを付与する．（グループ 3 を参考）
 ・「教育」，「学校」，「生徒」という言葉のいずれかが
記事中に出現すれば，その記事に「教育関係」とい
うコードを付与する．（グループ 4 を参考）
 ・「詐欺」，「犯罪」，「悪用」，「事件」の言葉うち一つ
でも記事中に出現すれば，その記事に「犯罪」とい
うコードを付与する．（グループ 5 を参考）
 ・「病院」や「患者」のうちいずれかの言葉と，「情
報」のいずれかの言葉が一緒に出現する記事に対し
て，「医療情報」というコードを付与する．（グルー
プ 6 を参考）
 ・「会社」と「企業」のいずれかの言葉と，「利用」，
「管理」のいずれかの言葉がともに出現される記事に
「企業により個人情報管理」というコードを付与する．
（グループ 9 を参考）
 ・「保護」や「規制」や「法律」のいずれかの言葉と
「必要」という言葉がともに現れる記事に対して，「保
護・規制必要性」というコードを付与する．（グルー
プ 9 を参考）
 ・「プライバシー」は以前と同じくその語だけにコー
ドを付与する．
8） Jaccard の類似性測度は 0 から 1 までの値をとり，
関連が強いほど 1 に近づく（樋口 2014：80）．
  たとえば， 2 つの文書において，出現する言葉す
べての個数を，一致する言葉の個数で割ったもの．通
常，0.1以上から「関連がある」と判断する．
9） （ ）の中は Jaccard 係数．以下同様．
10） サブグラフの周りを囲んだ点線は筆者によるもの．
以下図3,4,5も同様．
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